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１．事業の概要

１）事業の目的

当事業は、
○ 交通混雑の緩和
○ 地域開発の支援
○ 地域ネットワークの充実強化 など

を目的とし、一般国道８号の新潟県上越市大潟区犀潟～新潟県上越市虫生岩戸間につい

てバイパス整備を行うものである。現在、犀潟～下荒浜間の完成４車線供用に向けて事

業を実施中である。

位 置 図
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２）事業の概要

● 事業名：一般国道８号 直江津バイパス ● 延 長 ：１２．２km

● 起終点：(起)新潟県上越市大潟区犀潟 ● ルート承認 ：昭和４２年度

(終)新潟県上越市虫生岩戸

● 都市計画決定：昭和４２年度 上越市夷浜 ～上越市五智国分

昭和４７年度 上越市五智国分～上越市虫生岩戸

平成 元 年度 上越市夷浜 ～上越市虫生岩戸【計画幅員変更】

平成１０年度 上越市大潟区雁子浜～上越市夷浜

平成１０年度 上越市下荒浜 ～上越市頸城区西福島【計画幅員変更（立体化）】
● 事 業 化：昭和４１年度 ● 工 事 着 手 ：昭和４３年度
● 用地着手：昭和４２年度 ● 全体事業費 ：約３６０億円
● 平成１６年度までの投資額 ： 約１９９億円
● 平成１７年度投資額（当初）： 約 ２億円

じょうえつしおおがたくさいがた

じょうえつしむしゅういわと
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３）事業の経緯
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※図面着色は、用途地域を示す。

年　　度 主な経緯
　昭和３８～３９年度 ・ 計画調査
　昭和４０年度 ・ 実施調査
　昭和４２年４月２６日 ・ ル－ト承認
　昭和４１年度 ・ 事業化
　昭和４２年度 ・都市計画決定（上越市夷浜～上越市五智国分）
　昭和４７年度 　　　　　　　（上越市五智国分～上越市虫生岩戸）
　平成 元 年度 ・都市計画変更【幅員】（上越市夷浜～上越市虫生岩戸）
　平成１０年度 ・都市計画決定（上越市大潟区犀潟～上越市夷浜）
　平成１０年度 ・都市計画変更【幅員（立体化）】（上越市下荒浜～上越市頸城区西福島）
　昭和４２年度 ・ 用地着手
　昭和４３年度 ・ 工事着手
　昭和４５～昭和４６年度 ・ 上越市大潟区犀潟～上越市石橋間　　　暫定２車線供用
　昭和４９年度 ・ 上越市石橋～上越市虫生岩戸間　　　　暫定２車線供用
　　昭和５３年度 ・ 上越市三屋～上越市下源入間　　　　　４車線供用（Ｗ＝２４．０ｍ）
　昭和６１年度 ・ 上越市下源入～上越市石橋間　　　　　４車線供用（Ｗ＝２４．０ｍ）
  平成４ ～平成６年度 ・ 上越市頸城入口～上越市三屋間　　　　完成４車線供用　
　平成１２年度 ・ 事業再評価（指摘事項なし、継続）
　平成１３年度 ・ 上越市石橋～上越市国府間　　　　　　完成４車線供用
　平成１５年度 ・ 上越市下荒浜～上越市頸城入口間　　　完成４車線供用



２．事業の必要性・効果
１）事業を巡る社会情勢等の変化

ａ）客観的評価指標

【一般国道（二次改築）】

● 事業採択時の前提条件を確認するための指標

● 事業の効果や必要性を評価するための指標
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□都市計画手続等、環境影響評価の手続等の着手に必要な調査
が完了している

(3) 事業実施環境

（新規着工準備採択時）

□円滑な事業執行環境が整っている

□ルート確定済(2) 事業実施環境

（新規事業採択時）

●便益が費用を上回っていること(1) 事業の効率性前提条件

□第一種空港、第二種空港、第三種空港もしくは共用飛行場へのアクセ
ス向上が見込まれる。

Ⅰ.活力

□新規整備の公共公益施設へ直結する道路である。

□主要な観光地へのアクセス向上が期待される。

□拠点開発プロジェクト、地域連携プロジェクト、大規模イベントを支援す
る。

□鉄道や河川等により一体的発展が阻害されている地区を解消する。

(5) 個性ある地域の形成

■日常活動圏中心都市へのアクセス向上が見込まれる。

□現道等における大型車のすれ違い困難区間を解消する。

□現道等における交通不能区間を解消する。

□当該路線が隣接した日常活動圏中心都市間を最短時間で連絡する路
線を構成する。

□当該路線が新たに拠点都市間を高規格幹線道路で連絡するルートを
構成する。（A’路線として位置づけがある場合）

□地域高規格道路の位置づけあり。

□高速自動車国道と並行する自専道(A’路線)の位置づけあり。

(4) 国土・地域

ネットワーク

の構築

□対象区間が現在連絡道路がない住宅宅地開発(300戸以上又は16ha
以上、大都市においては100戸以上又は5ha以上)への連絡道路となる。

□DID区域内の都市計画道路整備であり、市街地の都市計画道路網密
度が向上する。

□幹線都市計画道路網密度が1.5km/km2以下である市街地内での事業
である。

□中心市街地内で行う事業である。

□市街地再開発、区画整理等の沿道まちづくりとの連携あり。

□広域道路整備基本計画に位置づけのある環状道路を形成する。

□都市再生プロジェクトを支援する事業である。

(3) 都市の再生

□現道等における、総重量25tの車両もしくはISO規格背高海上コンテナ
輸送車が通行できない区間を解消する。

□農林水産業を主体とする地域において農林水産品の流通の利便性向
上が見込まれる。

■重要港湾もしくは特定重要港湾へのアクセス向上が見込まれる。

(2) 物流効率化支援

■新幹線駅もしくは特急停車駅へのアクセス向上が見込まれる。

□現道等に、当該路線の整備により利便性の向上が期待できるバス路
線が存在する。

□現道又は並行区間等における踏切交通遮断量が10,000台時/日以上
の踏切道の除却もしくは交通改善が期待される。

■現道等における混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速
度の改善が期待される。

●現道等の年間渋滞損失時間（人・時間）及び削減率

(1) 円滑なモビリティの確保

指 標中項目大項目
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※○印の指標は定量的な記述により効果を確認する。
□印の指標については定性的又は定量的な記述により効果の有無を確認する。
※●、■は該当する指標を示す。

□その他、対象地域や事業に固有の事情等、以上の項目に属さない
効果が期待される。

(2) その他

□他機関との連携プログラムに位置づけられている。

□関連する大規模道路事業と一体的に整備する必要あり。
(1) 他のプロジェクトとの関係

Ⅴ．その他
□その他、環境や景観上の効果が期待される。

■現道等で騒音レベルが夜間が夜間要請限度を超過している区間に
ついて、新たに要請限度を下回ることが期待される区間がある。

●現道等における自動車からのSPM排出削減率

●現道等における自動車からのNO2排出削減率

(2) 生活環境の改善・保全

●対象道路の整備により削減される自動車からのCO2排出量(1) 地球環境の保全Ⅳ．環境

□現道等の事前通行規制区間、特殊通行規制区間又は冬期交通障
害区間を解消する。

□現道等の防災点検又は震災点検要対策箇所もしくは架替の必要あ
る老朽橋梁における通行規制等が解消される。

□並行する高速ネットワークの代替路線として機能する。（A’路線とし
て位置づけがある場合）

□緊急輸送道路が通行止になった場合に大幅な迂回を強いられる区
間の代替路線を形成する。

■対象区間が、都道府県地域防災計画、緊急輸送道路ネットワーク計
画又は地震対策緊急整備事業計画に位置づけがある、又は地震防
災緊急事業五ヶ年計画に位置づけのある路線（以下「緊急輸送道
路」という）として位置づけあり。

□近隣市へのルートが１つしかなく、災害による１～２カ箇所の道路寸
断で孤立化する集落を解消する。

(2) 災害への備え

□当該区間の自動車交通量が1,000台/12h以上（当該区間が通学路
である場合は500台/12h以上）かつ歩行者交通量100人/日以上（当
該区間が通学路である場合は学童、園児が40人以上）の場合、又は
歩行者交通量500人/日以上の場合において、歩道が無い又は狭小
な区間に歩道が設置される。

□現道等に死傷事故率が500件/億台ｷﾛ以上である区間が存在する
場合において、交通量の減少、歩道の設置又は線形不良区間の解
消等により、当該区間の安全性の向上が期待できる。

(1) 安全な生活環境の確保

Ⅲ．安全

■三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。(3) 安全で安心できる暮らしの
確保

□市街地又は歴史景観地区(歴史的風土特別保存区域及び重要伝統
的建造物保存地区)等の幹線道路において新たに無電柱化を達成す
る。

□対象区間が電線類地中化５ヶ年計画に位置づけあり。
(2) 無電柱化による美しい町並

の形成

□交通バリアフリー法に基づく重点整備地区における特定経路を形成
する区間が新たにバリアフリー化される。

□自転車交通量が500台/日以上、自動車交通量が1,000台/12h以上、
歩行者交通量が500人/日以上の全てに該当する区間において、自
転車利用空間を整備することにより、当該区間の歩行者・自転車の
通行の快適・安全性の向上が期待できる。

(1) 歩行者・自転車のための生
活空間の形成

Ⅱ．暮らし

指 標中項目大項目



○再評価実施時点における評価指標該当項目

前提条件
（１）事業の効率性

Ｂ／Ｃ＝１．８（事業全体の費用対効果）
Ｂ／Ｃ＝１．８（残事業箇所※の完成供用を行った場合の費用対効果）

※上越市大潟区犀潟～下荒浜間の４車線化及び下源入交差点・黒井交差点の立体化

Ⅰ．活 力
（１）円滑なモビリティの確保
・バイパス暫定２車線供用区間の渋滞損失時間の削減率＝約７８％
（整備なし 約57.6万人・時間/年 → 整備あり 約12.8万人時間/年）
・費用便益分析対象エリアの渋滞損失時間の削減率＝約６％
（整備なし 約849.6万人・時間/年 → 整備あり 約802.9万人時間/年）
・混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が見込まれる。
（暫定２車線供用区間の混雑時旅行速度 現況 17.2km/h → 整備あり 37.9km/h）
・特急停車駅であるJR直江津駅へのアクセス向上が見込まれる。
（大潟区～JR直江津駅間 整備なし 19.2分 → 整備あり17.3分 約１０％短縮）
・新幹線停車駅である北陸新幹線・(仮称)上越駅へのアクセス向上が見込まれる。
（大潟区～(仮称)上越駅間 整備なし 33.0分 → 整備あり31.5分 約５％短縮）

（２）物流効率化支援
・重要港湾・直江津港と大潟工業団地のアクセス向上が見込まれる。
（直江津港～大潟工業団地 整備なし13.7分 → 整備あり11.6分 約１５％短縮）

（４）国土・地域ネットワークの構築
・日常生活動の中心である上越市中心市街地と大潟区とのアクセス向上が見込まれる。
（大潟区～上越市役所間 整備なし22.1分 → 整備あり20.6分 約７％短縮）

Ⅱ．暮 ら し
（３）安全で安心できるくらしの確保
・第三次医療施設である県立中央病院へのアクセス向上が見込まれる。
（大潟区～県立中央病院間 整備なし28.4分 → 整備あり26.9分 約５％短縮）

Ⅲ．安 全
（２）災害への備え
・「新潟県地域防災計画」、「地震防災緊急事業５ケ年計画」の第一次緊急輸送道路
ネットワークとして位置づけあり。

Ⅳ．環 境
（１）地球環境の保全
・費用便益分析対象エリアのＣＯ２排出量の削減量＝約２，０４０t-CO2/年
（整備なし 約486.08千t-CO2 /年 → 整備あり484.04千t-CO2 /年）

（２）生活環境の改善・保全
・バイパス残事業箇所におけるＮＯ２排出削減率＝約１１．３％
（整備なし 約77.9t-NOX/年 → 整備あり 約69.1t-NOX/年）
・バイパス残事業箇所におけるSPM排出削減率＝約１０．５％
（整備なし 約7.50t-SPM/年 → 整備あり 約6.71t-SPM/年）
・バイパス残事業箇所の交通騒音レベルが夜間要請限度（７０dＢ(A)）を下回る。
（現況夜間騒音 ７４dB(A) → 整備あり ６９dB(A) ）
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○直江津バイパス残事業箇所の渋滞損失時間は、整備なしで約５８万人・時間/年である。

○ 暫定２車線区間の４車線化及び交差点の立体化により、残事業箇所の渋滞損失時間は約

４５万人・時間/年（約７８％）削減される。

Ⅰ．活 力

（１）円滑なモビリティーの確保
●現道等の年間渋滞損失時間（人・時間）及び削減率

- 7 -

【渋滞損失時間の削減】

４４．８万人・時間４４．８万人・時間//年の削減年の削減

削減率削減率約約７８％７８％

【 路線図 】
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暫定２車線区間の渋滞状況
【下荒浜交差点付近】（新潟方面を望む）

直江津バイパス残事業箇所

費用便益分析対象エリア

下源入

黒井
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○下源入交差点、下荒浜交差点付近等で朝・夕ピーク時に区間旅行速度が20km/hを下回る。
○暫定２車線区間の４車線化及び交差点の立体化により、旅行速度の改善効果が期待される。

Ⅰ．活 力

（１）円滑なモビリティーの確保
■現道等における混雑時旅行速度が20km/h未満である区間の旅行速度の改善が期待される。

20.720.7km/hkm/h向上向上
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※図面着色は、用途地域を示す。
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※H16プローブ調査
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上越市

大潟区
総合事務所

（仮称）上越駅

○ 上越二次生活圏の特急停車駅は、JR直江津駅とJR柿崎駅である。

○ 平成20年代半ばに開業予定の北陸新幹線・（仮称）上越駅は、 上越二次生活圏で唯一の新

幹線駅となる。

○ 暫定２車線区間の４車線化及び交差点の立体化により、ＪＲ直江津駅および北陸新幹線・

（仮称）上越駅へのアクセス性が向上する。

Ⅰ．活 力

（１）円滑なモビリティーの確保
■新幹線駅もしくは特急停車駅へのアクセス向上が見込まれる。

- 9 -

【大潟区（総合事務所）～新幹線駅の所要時間】

１．５分１．５分
約約５％短縮５％短縮
うち残事業区間うち残事業区間
約約２５％短縮２５％短縮

JR直江津駅へのアクセス性向上 北陸新幹線・上越駅へのアクセス性向上

【大潟区（総合事務所）～直江津駅の所要時間】

１．９分１．９分
約約１０％短縮１０％短縮
うち残事業箇所うち残事業箇所
約約３１％短縮３１％短縮

(6.1)

計19.2

うちうち残残事業事業箇所箇所のの
所要時間所要時間

※１．残事業箇所の完成供用を行った場合の所要時間の短縮を示す。

２．( )内数値は残事業箇所内での所要時間を示す。

(4.2)

計17.3

(6.1)

(4.6)

計33.0

計31.5

うちうち残残事業事業箇所箇所のの
所要時間所要時間

大潟区～JR直江津駅間
１．９分 約１０％の時間短縮

うち残事業箇所 約３１％の時間短縮

大潟区～上越駅間
１．５分 約５％の時間短縮

うち残事業箇所 約２５％の時間短縮

直江津駅
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黒井

下源入

直江津港
大潟工業団地

○ 重要港湾・直江津港は、北東アジアとの近接性、高速交通体系の整備に伴い、外貿の貨物取

り扱い量が著しく増加した。

○ 直江津港は、地域産業発展のための重要なキーファクターとなっている。

○暫定２車線区間の４車線化及び交差点の立体化により、重要港湾・直江津港へのアクセス性

が向上する。

Ⅰ．活 力

（２）物流効率化支援
■重要港湾もしくは特定重要港湾へのアクセス向上が見込まれる。

【大潟工業団地～直江津港の所要時間】

２．１分２．１分
約約１５％短縮１５％短縮
うち残事業箇所うち残事業箇所
約約３１％短縮３１％短縮

直江津港・外貿コンテナ取扱量（実入）

資料：「港湾統計」（新潟県港湾空港局）

重要港湾・直江津港へのアクセス性向上

大潟工業団地

総面積 A=99ha
進出企業数 17社

・上越マテリアル（株） ： 鋼合金地金ほか
・丸大食品（株） ： ハム・ソーセージ
・北日本大潟食品（株） ： ビスケット
・共栄電工（株） ： 縦断器
・帝石トッピング・プラント（株） ： ガソリン精製
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○一般国道８号沿線地域と上越市中心市街地は、日常活動圏として密接なつながりを持つ。

○暫定２車線区間の４車線化及び交差点の立体化により、一般国道８号沿線地域と圏域の中

心である上越市中心市街地とのアクセス性が向上し、日常生活活動の利便性が向上する。

Ⅰ．活 力

（４）国土・地域ネットワークの構築

■日常活動圏中心都市へのアクセス向上が見込まれる。
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※数値は買い物客が上越市街地で買
回品を購入する割合を示す。

資料：中心市街地に関する県民意識・

消費動向調査（平成１６年度版）

資料：国勢調査

通勤動態の推移
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【大潟区（総合事務所）～上越市役所の所要時間】
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計20.6

計22.1
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大潟区～上越市役所
１．５分 約７％の時間短縮

うち残事業箇所 約２５％の時間短縮

直江津バイパス断面の通勤者は、直江津バイパス断面の通勤者は、1010年間で約年間で約24%24%増加増加

黒井

下源入

※１．残事業箇所の完成供用を行った場合の所要時間
の短縮を示す。

２．( )内数値は残事業箇所内での所要時間を示す。
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（＋1,634人/日）

通勤者

約24％
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買い物客の約買い物客の約5050～～9090％が、上越市街地にて％が、上越市街地にて

買回品を購入する。買回品を購入する。
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○ 県立中央病院は、上越地域の第３次医療施設として重要な役割を果たしており、多くの救急

医療患者が搬送されている。

○ また、新潟労災病院 も多くの救急搬送に対応している。

○ 暫定２車線供用区間の４車線化及び交差点の立体化により、第三次医療施設の県立中央病

院や新潟労災病院へのアクセス性が向上する。

Ⅱ．暮 ら し

（３）安全で安心できるくらしの確保
■三次医療施設へのアクセス向上が見込まれる。

【頸北地域】（柿崎区、吉川区、大潟区）】

資料：H16上越地域消防事務組合資料

平均時のアクセス向上性
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８

18

大潟区 頸北地域

新潟労災病院
県立柿崎病院

県立中央病院(救急救命ｾﾝﾀｰ併設)

頸北地域

県立中央病院
救急救命センター併設

大潟区
総合事務所

県立中央病院
161人

新潟労災病院
285人

県立柿崎病院
162人

その他
159人

18

救急医療患者搬送先（H１６）

１．５分１．５分
約約５％短縮５％短縮
うち残事業箇所うち残事業箇所
約約２５％短縮２５％短縮(4.6)

(6.1)

計26.9

計28.4

第三次医療施設へのアクセス性向上
【大潟区（総合事務所）～県立中央病院の所要時間】
うちうち残残事業事業箇所箇所のの
所要時間所要時間

※( )内数値は事業区間内での所要時間を示す。
- 12 -

黒井

下源入

大潟区～県立中央病院
１．５分 約５％の時間短縮

うち残事業箇所 約２５％の時間短縮

北
越
急
行
ほ
く
ほ
く
線



○ 「新潟県地域防災計画」及び「地震防災緊急事業５ヶ年計画」の第１次緊急輸送道路ネット

ワークに位置づけられている。

○ 暫定２車線区間の４車線化及び交差点の立体化により、緊急輸送道路ネットワークとしての

更なる強化、信頼性の向上が期待される。

Ⅲ．安 全

（２）災害への備え
■対象区間が、都道府県地域防災計画、緊急輸送道路ネットワーク計画又は地震対策緊急

整備事業計画に位置づけがある、又は地震防災緊急五カ年計画に位置づけのある路線（以
下「緊急輸送道路」という）としての位置づけあり。

- 13 -

【資料：地震防災緊急事業五ケ計画参考図】

第２次緊急輸送道路
第１次緊急輸送道路

第３次緊急輸送道路

８

８

1８

253

405

292

403

直江津バイパス L=12.2km
2/2

供用区間
L=2.4km

4/4
供用区間
L=6.8km

2/4暫定
供用区間
L=3.0km

上越市

長野県

妙高市

糸魚川市

上
信
越
自
動
車
道

至

富
山
県

至 新潟市

北
陸
自
動
車
道



0 5 10 15

整備あり

整備なし

（ｔ-SPM/年）

0 20 40 60 80 100

整備あり

整備なし

（ｔ-NOx/年）

0 200 400 600 800 1000

整備あり

整備なし

（千ｔ-CO２/年）

Ⅳ．環 境

（１）地球環境の保全

○暫定２車線区間の４車線化及び交差点の立体化により削減される自動車からのＣＯ２排出量

は年間約２，０４０t-C0２（削減率約０．４ ％）である。

○ ブナ林が吸収する二酸化炭素で換算するとブナ林面積約６１．８ha分に相当する。

●対象道路の整備により削減される自動車からのCO２排出量

【自動車からの年間ＣＯ２排出削減量】

※１．残事業箇所の完成供用を行った場合の削減を示す。

２．費用便益分析対象エリアでの算定値を示す。

486.08

約約２，０４０２，０４０ ｔｔ--COCO２２//年の削減年の削減

削減率削減率 約約０．４０．４％％

新潟スタジアム新潟スタジアム ビッグスワン約ビッグスワン約1717個分個分
のブナ林が１年間に吸収するのブナ林が１年間に吸収する

COCO22量に相当量に相当

新潟スタジアムビッグスワン
（建築面積約36,700㎡）

484.04

○ 暫定２車線区間の４車線化及び交差点の立体化による残事業箇所での自動車からのNO2排

出削減率は約１１．３％、SPM排出削減率は約１０．５％である。

○ ＮＯ２削減量をイチョウ並木が吸収するＮＯ２量に換算すると約７．５ｋｍ分に相当する。

（２）生活環境の改善・保全
●現道等における自動車からのNO2、SPM排出削減率。

【自動車からのＮＯ２削減率】

直江津バイパス残事業箇所

77.9

69.1

削減率削減率 約約 １１１１．．３％３％

約８．８約８．８ ｔｔ--ＮＯｘＮＯｘ//年の削減年の削減 ７．５ｋｍのイチョウ並木７．５ｋｍのイチョウ並木※※

が１年間に吸収するが１年間に吸収する
ＮＯＮＯ２２量に相当量に相当

※３ｋｍあたりに大小300本のイチョウが
植樹された並木でNO２吸収量を試算

【自動車からのＳＰＭ削減率】

削減率削減率 約約１０．５％１０．５％

7.50

6.71

約０．７９約０．７９ ｔｔ--SPM/SPM/年の削減年の削減
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※１．残事業箇所の完成供用を行った場合の削減
を示す。

２．残事業箇所での削減量を示す。

（ｔ－NOx/年）

（ｔ－SPM/年）



50 60 70 80

整備あり

現況

〔dB(A)〕

現道の交通騒音［上越市荒浜］（H16道路環境センサス）

○ 残事業区間の夜間騒音は７４〔dB(A) 〕 で要請限度を４ 〔dB(A) 〕超過し、沿道の住宅に対す
る環境は劣悪なものとなっている。

○ 残事業箇所の整備により、夜間騒音レベルは要請限度を下回る。

Ⅳ．環 境

（２）生活環境の改善・保全

■ 現道等で騒音レベルが夜間要請限度を超過している区間について、新たに要請限度を

下回ることが期待される区間がある 。
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要
請
限
度

74 (要請限度4dB(A)超過)70夜間

7575昼間

騒音レベル〔dB(A)〕要請限度〔dB(A)〕時間帯

18

直江津バイパス L=12.2km
事業評価対象区間
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黒井 下荒浜

北
陸
自
動
車
道

至

富
山
県

至

柏
崎
市

８

上越市 上越市頸城区
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黒井駅

犀潟駅

JR北陸本線

自
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潟
県
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市
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潟
区
犀
潟

(   )

じ
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し
お
お
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至

新
潟
県
上
越
市
虫
生
岩
戸

(   )

じ
ょ
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え
つ
し
む
し
ゅ
う
い
わ
と

2/2
供用区間
L=2.4km

4/4
供用区間
L=6.8km

2/4
暫定供用区間

L=3.0km

観測地点 上越市荒浜

夜間騒音 ７４dB(A)
要請限度 ４dB(A)超過

８

【夜間騒音の改善】

69dB(A)

74dB(A)

下荒浜交差点付近の交通状況
（新潟方面を望む）

【写真：大型車の通行も多く沿道住宅に対する環境は劣悪】

注１．現況は、H16環境センサス
２．整備ありは将来交通量（H42）による予測結果

※図面着色は、用途地域を示す。



①沿線の土地利用

ｂ） その他事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等

○直江津バイパス沿線には、重要港湾・直江津港、上越・頸城県営工業団地や上越テクノセン

ター等の工業団地の他、大型小売店舗など発生集中交通量の多い施設の立地が進んでいる。

用途区域界線

その他の空地

その他の公的施設用地

公共空地

交通施設用地

道路用地

公共公益用地

工業用地

商業用地

住宅用地
宅
地

都
市
的
利
用

その他自然

水面

山林

畑

田農
地自

然
的
利
用

凡 例

上越・頸城県営工業団地
（新潟県南部産業団地）
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大型小売店舗

下門前交差点付近（新潟方面を望む）

直江津港

８

８

直江津バイパス L=12.2km
事業評価対象区間

2/2
供用区間
L=2.4km

4/4
供用区間
L=6.8km

2/4
暫定供用区間

L=3.0km

上越テクノセンター

出典：「都市計画基礎調査（上越都市計画区域）」（新潟県）



○上越市を中心とする１市６町７村が平成１７年１月１日に合併し、「新・上越市」が誕生した。

○ 「新・上越市」（面積973㎞２）は、新潟県下第１位で仙台市の約１．２倍の広い市域となった。

○ 一般国道８号は、旧市町村中心と上越市中心部を連絡する骨格軸として位置づけられ、新市

の一体化を担う重要路線となっている。

- 17 -

②市町村合併

「新・上越市」合併市町村の世帯数、人口

総合事務所

８ ８

18

直江津バイパス
L=12.2km北

陸
自
動
車
道

上
信
越
自
動
車
道

旧名立町

旧中郷村

旧板倉町
旧清里村

旧牧村

旧安塚町
旧大島村

旧三和村 旧浦川原村

旧吉川町
旧頸城村

旧上越市

旧大潟町

旧柿崎町

211,87067,554合計

3,388934旧名立町

6,2841,628旧三和村

3,217830旧清里村

7,5342,029旧板倉町

5,2591,491旧中郷村

5,5161,507旧吉川町

9,5382,572旧頸城村

10,8613,097旧大潟町

12,1163,476旧柿崎町

2,991927旧 牧 村

2,480749旧大島村

4,2021,193旧浦川原村

3,7331,230旧安塚町

134,75145,891旧上越市

人口（人）世帯数（世帯）
Ｈ１２国勢調査

市町村名

糸魚川市

妙高市

市役所

253

292

405

出典：「H12国勢調査」

新・上越市（面積973km２）は、
面積で新潟県下第１位面積で新潟県下第１位

政令指定都市仙台市仙台市（788km２）
の約１．２倍の広い市域の約１．２倍の広い市域に



○ 直江津バイパスの交通量は年々増加しており、４車線区間で30,000台／日、２車線区
間で20,000台／日を超え、交通容量は不足しており、朝・夕のピーク時を中心に慢性的
な交通渋滞が発生している。
○ このため、直江津バイパスの渋滞損失時間は約７９万人・時間／年と多い。

③交通状況等

- 18 -

直江津バイパス【上越市安江】 直江津バイパス【上越市下荒浜】

下源入交差点付近の渋滞状況

（富山方面を望む）
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日
交
通
量
（
台
／
日
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日
交
通
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（
台
／
日
）

下荒浜交差点付近の交通状況
（新潟方面を望む）

交通量の推移

資料：H11道路交通センサス
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２）事業の投資効果

○便益算定根拠
＜走行時間短縮便益＞

•直江津バイパスにより、１日約４０万台の車に効果が発現し、年間約８４億円の便益が
発生。

•これに、費用便益分析マニュアルにより供用後４０年間の総便益及び割引率４％を考慮
すると、便益は約８８７億円と算出。

【走行時間短縮便益】
＝整備前総走行時間費用－整備後総走行時間費用
＝８,４１４,０００,０００（円/年）

割引率等を考慮

事業全体 約８８７億円

残事業区間 約１９５億円

（円/台・分）

車種 時間価値原単位
乗用車 62.86
バス 519.74

乗用車類 72.45
小型貨物車 56.81
普通貨物車 87.44

総走行時間費用＝∑∑［路線別車種別交通量（台/日）×路線別走行時間
（分）

×車種別時間価値原単位（円/台・分）］×365（日/年）

- 19 -

・事業の投資効果は、多岐多様に渡る効果が存在するが、現時点における知見により、十分
な精度で計測が可能でかつ金銭表現が可能である「走行時間短縮」、「走行経費減少」、「交通
事故減少」の項目について便益を算出した

－新規立地に伴う生産増加や雇用・所得の増大

－交流機会の拡大

－騒音改善

－ＳＰＭ削減

－ＮＯ２削減

－ＣＯ２削減

沿道環境の改善

交通事故減少便益交通事故の減少

走行経費減少便益走行快適性の向上

走行時間短縮便益渋滞の緩和

評価項目効果の分類

道路整備に伴う効果と本事業の評価項目



＜交通事故減少便益＞

•直江津バイパスにより平均事故件数が年間約４３件減少し、年間約２億円の便益が発生。
（残事業区間では年間約７件減少し、年間約０．５億円の便益が発生）

•これに、費用便益分析マニュアルにより供用後４０年間の総便益及び割引率４％を考慮す
ると、便益は約２６億円（残事業区間では約５億円）と算出。

【交通事故減少便益】
＝整備前の交通事故による社会的損失－整備後の事故による社会的損失
＝２４４,０００,０００（円/年）

割引率等を考慮

人身事故１件当り損失額 （千円）

単路 交差点

２車線 5,779 5,778

４車線以上 5,714 5,714
２車線 6,486 6,188
４車線以上 6,160 6,160
２車線 7,546 6,572
４車線以上 6,381 6,381

7,588 －

一般道路

高速道路

ＤＩＤ

その他市街地

非市街部

人身事故１件当り損失額
道路・沿道区分
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交通事故による社会的損失＝∑∑〔路線別平均事故件数（件／年）〕
×人身事故１件当たり損失額（円／件）〕

事業全体 約２６億円

残事業区間 約 ５億円



＜便益＞

＜費用＞

＜費用便益効果分析結果＞

注） １．費用及び便益額は整数止めとする。
２．費用及び便益の合計は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。
３．（ ） ： 残事業費に対する費用便益比

・基準年における費用及び便益の現在価値

現在価値算出のための割引率 ： ４％

基準年次 ： 平成１７年

検討年数 ： ４０年

○費用便益
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基準年における 走行時間 走行経費 交通事故
現在価値 短縮便益 減少便益 減少便益
  979億円   887億円  67億円  26億円

（  201億円） （ 195億円） （ 1億円） （ 5億円）

基準年における
現在価値
  550億円 512億円 38億円

（  110億円） （ 105億円） （ 5億円）

事　業　費 維持管理費

費用便益比
（ＣＢＲ）
Ｂ/Ｃ＝１．８
　　（１．８）
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潟
県
上
越
市
虫
生
岩
戸

(   )

じ
ょ
う
え
つ
し
む
し
ゅ
う
い
わ
と

日之出

一
黒
井
藤
野
新
田
線

○ 上越市大潟区

自
新
潟
県
上
越
市
大
潟
区
犀
潟

(   )

じ
ょ
う
え
つ
し

お
お
が
た
く

さ
い
が
た

８

８

18

頸城入口

３）事業の進捗状況

執行済み額
事業費 ： １９９億円 （進捗率５５％）
うち用地費 ： ５６億円 （進捗率５５％） ※平成１６年度末時点

①進捗状況

②残事業の内容

残事業の主な内容は次のとおり。
・上越市大潟区犀潟～下荒浜間（L=3.0km）の用地買収および４車線化
・三ツ屋～石橋区間の都市計画決定に合わせた拡幅
・下源入交差点、黒井交差点の用地買収および立体化

３．事業の進捗の見込み

○地元協議

○今後の事業の見通し等

上
越
市
下
荒
浜

上
越
市
大
豆

L=3.0km

L=6.6km

H17年度
4/4完成
供用予定

2/2
供用区間

L=2.4km
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• ４車線化については、地元説明済みである。
•交差点の立体化については、交通量の推移を見ながら整備必要箇所の地元協議を行う必要
がある。

上
越
市
黒
井

L=0.2km

交通状況を勘案
しつつ引き続き
４車線化整備を推進

2/4
暫定供用区間じ
ょ
う
え
つ
し
し
も
あ
ら
は
ま

じ
ょ
う
え
つ
し
く
ろ
い

※図面着色は、用途地域を示す。

交通状況を勘案
しつつ引き続き
拡幅整備を推進

交通状況を勘案
しつつ引き続き
立体化整備を推進

• 残る犀潟～下荒浜間の４車線化、都市計画決定に合わせた拡幅及び交差点の立体化につい
ては、交通状況を勘案しつつ 平成30年代半ばの完成供用を目標として引き続き整備を推進
する。



４．コスト縮減や代替案等の可能性
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•コスト縮減

施工にあたっては、新技術、プレキャストの積極的な活用及び大型化（長尺化）、建設発生土
の有効活用、再生材を利用した舗装、路盤工の活用等により、コスト縮減を考慮している。

•代替案

交差点の立体化については交通状況を勘案しつつ引き続き整備を推進するが、早期効
果発現に向け交差点の方向別車線の追加、都計幅員内での車線増設といった暫定運用を
検討し、地元の合意を得ながら整備を進めていく。

都計幅員内での車線増設の検討都計幅員内での車線増設の検討

直江津バイパスの既に４車線化整備済み
の区間が、渋滞損失順位の上位にランク。

直江津バイパスの既に４車線化整備済み
の区間が、渋滞損失順位の上位にランク。

1kmあたり年間渋滞損失時間（現況）

１．現１．現 状状

三ツ屋～下源入区間は朝夕とも下り線が
混雑。特に夕混雑時の交通量は、下り線が
上り線の約１．３倍。

三ツ屋～下源入区間は朝夕とも下り線が
混雑。特に夕混雑時の交通量は、下り線が
上り線の約１．３倍。 2257

2940

0

1,000

2,000

3,000

4,000

上り 下り

混
雑
時
交
通
量

（
２
時
間

）

（台/2h）

夕混雑時の交通量（三ツ屋～下源入間）

下り線交通量が上り線の下り線交通量が上り線の
約１．３倍約１．３倍

※１．平成17年4月17日調査結果による。
２．17:00～19:00の交通量を示す。
３．平均交通量は、走行台ｷﾛによる区間
平均交通量を示す。

※平成16年度ﾌﾟﾛｰﾌﾞ調査による。

４車線化
整備済区間

直江津バイパス
L=12.2km

至新潟

至長野

８８

18

18.0
15.0

上越市

妙高市

単位：万人時間/年
直轄国道

その他国県道

糸魚川市

至富山

23.2

朝ピーク
（7：00～9：00）
旅行速度
（最低速度）

20km/h
40km/h

60km/h

上り

下り

上り

下り

20km/h
40km/h

60km/h

夕ピーク
（17：00～19：00）
旅行速度
（最低速度）

：20km/h未満の区間

特に、三ツ屋～下源入区間の下り線にお
いて、朝・夕混雑時の旅行速度20km/h未満
区間が連続。

特に、三ツ屋～下源入区間の下り線にお
いて、朝・夕混雑時の旅行速度20km/h未満
区間が連続。

石橋下源入三ツ屋下荒浜
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・交通混雑の著しい三ツ屋～下源入間の渋滞対策を優先。
・交差点の立体化整備よりも早期に効果が発現できる対策に工夫。
・都計幅員２８ｍ（現状＝幅員２４ｍの４車線）のなかでの車線の増設に着眼。

都計幅員のなかで渋滞の著しい下り車線を２車線⇒３車線に。（三ツ屋交差点～関川右岸間）

・交通混雑の著しい三ツ屋～下源入間の渋滞対策を優先。
・交差点の立体化整備よりも早期に効果が発現できる対策に工夫。
・都計幅員２８ｍ（現状＝幅員２４ｍの４車線）のなかでの車線の増設に着眼。

都計幅員のなかで渋滞の著しい下り車線を２車線都計幅員のなかで渋滞の著しい下り車線を２車線⇒⇒３車線に。（三ツ屋交差点～関川右岸間）３車線に。（三ツ屋交差点～関川右岸間）

※１．暫定供用期間における便益額を示す。
２．H17貨幣価値換算による値を示す。

従来の整備手法に比べ、事業完成までの暫
定運用でプラス３４億円の便益が発生。

従来の整備手法に比べ、事業完成までの暫
定運用でプラス３４億円の便益が発生。

２．対２．対 応応

従来整備計画 ：暫定２車線区間の４車線化 → 幅員拡幅 → 立体化 → 事業完成
（図－１参照）

暫 定 運 用 ：渋滞箇所の３車線化 → 暫定２車線区間の４車線化 → 立体化 → 事業完成

（図－２参照）

暫定２車線区間の４車線化を
優先するのではなく、

整備済み区間の渋滞対策を再検討整備済み区間の渋滞対策を再検討

図－１ 従来整備計画

現 況（４車線W=24m）

完 成（４車線W=28m）

３．効３．効 果果

暫定運用により従来計画より暫定運用により従来計画より

３４億３４億円円 約３６％の便益増加約３６％の便益増加

事業完成までに発生する便益事業完成までに発生する便益
従来計画従来計画 ９５９５億円億円 →→ 暫定運用暫定運用 １２９億円１２９億円

図－２ 暫定運用

下り車線の３車線化

都市計画幅Ｗ＝28.0m

現在道路幅Ｗ＝24.0m
山
側

海
側

山
側

海
側



５．その他（地方公共団体等の意見）
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・Ｓ５３～ 『直江津バイパスの整備を要望』

・上越地方振興促進協議会

上越地方２２市町村、７８企業、団体等

・新潟上越地区国道事業推進協議会

１６市町村

・上越市

・上越地方市町村議会議長連絡会議

２２市町村



６．対応方針（原案）

対応方針（原案） 事業継続
（理由）
一般国道８号は、新潟市を起点とし、北陸地方の主要都市を結び京都市に至る主要幹
線道路であるとともに、上越地域の道路交通において基幹的な役割を担う重要路線であ
り、通勤・通学、通院、買い物等の日常生活活動の利便性向上、地域開発への支援、新
市の一体化促進、第三次医療施設へのアクセス強化等を図るためにも、更なる交通機能
の向上を図る必要がある。
残事業箇所については、交通量の推移を勘案しつつ平成３０年代半ばの完成供用を目
標として引き続き事業を実施しており、事業の効果を発揮するためには事業の継続が妥
当である。

①事業の必要性等に関する視点

②事業の進捗の見込みの視点

③コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

○対応方針（原案）
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•一般国道８号は、新潟市を起点とし、北陸地方の主要都市を結び京都市に至る主要幹線
道路であるとともに、上越地域の道路交通において基幹的な役割を担う重要路線であり、
通勤・通学、通院、買い物等の日常生活活動の利便性向上、地域開発への支援、新市の
一体化促進、第三次医療施設へのアクセス強化等を図るためにも、更なる交通機能の向
上を図る必要がある。

•事業全体の費用対効果は１．８となる。(残事業箇所の完成供用を行った場合は１．８)

•コスト縮減
施工にあたっては、新技術、プレキャストの積極的な活用及び大型化（長尺化）、建設発生土
の有効活用、再生材を利用した舗装、路盤工の活用等により、コスト縮減を考慮している。

•代替案
交差点の立体化については交通状況を勘案しつつ引き続き整備を推進するが、早期効果
発現に向け交差点の方向別車線の追加、都計幅員内での車線増設といった暫定運用を検
討し、地元の合意を得ながら整備を進めていく。

• 昭和４９年度までにバイパス区間の暫定２車線供用による全線供用を図り、その後、交通状
況を勘案しつつ順次４車線化に取り組んでおり、事業は順調に進んでいる。

• 下荒浜～黒井間については平成１７年度に４車線供用する予定である。

• 残る犀潟～下荒浜間の４車線化、都市計画決定に合わせた拡幅及び交差点の立体化につい
ては、交通状況を勘案しつつ平成30年代半ばの完成供用を目標として引き続き整備を推進
する。




